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市議会３月定例会で平成14年度当初予算が議決されました。
その概要を市長の施政方針とあわせて紹介します。

「
う
る
お
い
と
活
力
に
み
ち
た
創
造
性
あ
ふ
れ
る
ま
ち
」の
実
現
へ

市
制
施
行
50
周
年
に
ふ
さ
わ
し
い

福
祉
・
教
育
・
環
境
重
視
の
21
世
紀
型
予
算

市
税
の
中
の
個
人
市
民
税
は
、
恒

久
的
な
減
税
や
景
気
低
迷
の
影
響
を

考
慮
し
、
前
年
比
0.1
％
減
の
84
億
８

０
０
０
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。
法

人
市
民
税
は
、
不
況
の
影
響
に
よ
り

企
業
収
益
や
設
備
投
資
が
減
少
す
る

も
の
と
考
え
、
前
年
比
6.1
％
減
の
31

億
円
余
を
見
込
み
ま
し
た
。

固
定
資
産
税
や
都
市
計
画
税
は
、

土
地
区
画
整
理
事
業
地
区
内
の
マ
ン

一
般
会
計
歳
入

一
般
会
計
は
、
前
年
度
比
6.9
％
減

の
465
億
５
０
０
０
万
円
、
特
別
会
計

水
道
事
業
会
計
を
合
わ
せ
た
全
体
予

算
額
は
、
前
年
度
比
2.6
％
減
の
827
億

８
６
０
０
万
円
で
す
。
特
に
、
一
般

会
計
は
、
国
民
年
金
の
徴
収
事
務
が

国
に
移
管
さ
れ
た
影
響
に
よ
り
約
22

億
円
減
、
大
型
事
業
が
ひ
と
段
落
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
約
12
億
５
０
０

０
万
円
減
と
な
り
、
前
年
比
34
億
５

０
０
０
万
円
減
の
堅
実
型
予
算
に
な

っ
て
い
ま
す
。

予
算
規
模

その他の依存財源　26億6000万円（5．8％） 

地方消費税交付金 
14億6000万円（3．1％） 

市債　14億8100万円（3．2％） 

県支出金 
17億7634万円（3．8％） 

国庫支出金 
24億8662万円（5．3％） 

その他の自主財源 
１億6741万円（0．4％） 

分担金及び負担金 
７億1028万円（1．5％） 

繰越金　10億円（2．1％） 

使用料及び手数料 
10億1251万円（2．2％） 

諸収入　19億6646万円（4．2％） 

繰入金　25億0121万円（5．4％） 

市税 
293億2817万円 
（63．0％） 

自主財源 
78．8％ 

依存財源依存財源 
21．2％ 
依存財源 
21．2％ 

一般会計歳入　465億5000万円 一般会計歳入　465億5000万円 

用
語
解
説

■
一
般
会
計

市
の
行
政
の
基
本
的
な
経
費
、
例

え
ば
福
祉
、
教
育
、
土
木
な
ど
に
要

す
る
経
費
に
つ
い
て
、
市
税
な
ど
を

主
な
財
源
と
し
て
経
理
す
る
会
計

■
特
別
会
計

事
業
目
的
を
限
定
し
、
特
定
の
歳

入
を
特
定
の
歳
出
に
充
て
て
経
理
す

る
会
計

■
企
業
会
計

水
道
事
業
の
よ
う
な
独
立
採
算
に

よ
る
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
に
設

置
す
る
会
計

■
自
主
財
源

市
税
や
施
設
の
使
用
料
な
ど
市
が

独
自
で
調
達
す
る
お
金

■
依
存
財
源

国
・
県
支
出
金
や
市
債
な
ど
の
お

金■
市
税

地
方
税
法
な
ど
の
規
定
に
基
づ
き

市
民
の
皆
さ
ん
や
市
内
に
事
業
所
を

持
つ
法
人
な
ど
に
納
め
て
い
た
だ
く

税
金

■
繰
入
金

特
別
会
計
や
基
金
な
ど
か
ら
一
般

会
計
に
繰
り
入
れ
る
お
金

■
諸
収
入

皆
さ
ん
か
ら
い
た
だ
く
給
食
費
や

預
金
利
息
な
ど
の
お
金

■
使
用
料
及
び
手
数
料

市
の
施
設
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
人
か
ら
、
そ
れ
に
要
す
る
経

目
的
別
構
成
比
で
見
て
み
る
と
、

第
１
位
は
民
生
費
で
全
体
の
23
・
２

％
に
あ
た
る
107
億
９
０
０
０
万
円
余

と
な
っ
て
い
ま
す
。
昨
年
同
様
に
民

生
費
が
多
い
の
は
、
児
童
手
当
金
の

所
得
制
限
の
緩
和
に
よ
る
対
象
者
の

拡
大
、
児
童
扶
養
手
当
金
の
県
か
ら

の
事
務
委
譲
、
老
人
保
健
事
業
特
別

会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
が
主
な
要
因

で
す
。

第
２
位
は
土
木
費
で
18
・
３
％
の

85
億
１
０
０
０
万
円
余
と
な
っ
て
い

ま
す
。
都
市
計
画
基
本
図
作
成
費
や

公
園
整
備
費
な
ど
が
増
加
し
た
反
面
、

一
般
土
木
費
と
区
画
整
理
特
別
会
計

繰
出
金
が
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
教
育
費
、
衛
生
費
と
続

き
、
福
祉
・
教
育
を
重
視
し
た
歳
出

予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

シ
ョ
ン
建
設
な
ど
新
築
家
屋
の
伸
び

に
よ
り
、
固
定
資
産
税
で
1.1
％
増
の

145
億
７
０
０
０
万
円
余
、
都
市
計
画

税
で
1.3
％
増
の
20
億
３
０
０
０
万
円

余
を
計
上
し
ま
し
た
。

使
用
料
及
び
手
数
料
は
、
ご
み
の

増
加
な
ど
に
よ
る
手
数
料
の
増
を
見

込
み
、
総
額
で
10
億
１
０
０
０
万
円

余
を
見
込
み
ま
し
た
。

市
債
は
、
施
設
整
備
事
業
債
な
ど

で
６
億
５
０
０
０
万
円
余
の
ほ
か
、

今
回
新
た
に
臨
時
財
政
対
策
債
を
５

億
円
計
上
し
、
総
額
14
億
８
０
０
０

万
円
余
と
な
り
ま
し
た
。

一般会計歳出　465億5000万円 一般会計歳出　465億5000万円 

公債費 
37億0020万円 
（8．0％） 

総務費 
49億9683万円 
（10．7％） 

その他　８億6763万円 
　　　 （1．8％） 

衛生費 
53億8515万円 
（11．6％） 

民生費 
107億9834万円 
（23．2％） 

教育費 
83億7473万円 
（18．0％） 

土木費 
85億1015万円 
（18．3％） 

商工費　６億8528万円（1．5％） 

農林水産業費 
14億1990万円（3．0％） 

消防費 
18億1179万円 
（3．9％） 

費
を
負
担
し
て
も
ら
う
お
金

■
分
担
金
及
び
負
担
金

市
が
行
う
事
業
で
特
に
利
益
を
受

け
る
人
か
ら
、
そ
の
受
益
の
程
度
に

応
じ
て
賦
課
徴
収
す
る
お
金

■
市
債

利
益
を
受
け
る
で
あ
ろ
う
将
来
の

市
民
に
も
公
平
に
費
用
を
負
担
し
て

も
ら
う
よ
う
、
多
額
の
費
用
が
必
要

な
事
業
を
行
う
と
き
に
借
り
る
お
金

■
収
益
的
収
支

企
業
の
経
営
活
動
に
伴
い
発
生
す

る
収
入
（
料
金
収
入
な
ど
）
と
そ
れ

に
対
応
す
る
支
出
（
職
員
給
与
費
、

支
払
利
息
、
減
価
償
却
費
な
ど
）

■
資
本
的
収
支

経
営
規
模
拡
大
の
た
め
の
施
設
建

設
な
ど
に
要
す
る
経
費
（
建
設
改
良

費
、
企
業
債
償
還
金
な
ど
）
と
そ
れ

に
必
要
な
収
入
（
企
業
債
な
ど
）

・

特別会計 314億4200万円（前年度比5.2％増）
国民健康保険事業

交通災害共済事業

土　地　取　得

有料駐車場事業

下 水 道 事 業

老 人 保 健 事 業

安 城 北 部

安城新幹線駅

周　　　　辺

安 城 作 野

安城桜井駅

周 辺 特 定

農業集落排水事業

介 護 保 険 事 業

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出

92億7800万円 （＋　4．2％）

4300万円 （ 0．0％）

500万円 （－ 16．7％）

1億7700万円 （－ 26．3％）

48億6400万円 （－　1．9％）

90億4000万円 （＋ 10．5％）

14億0500万円 （－　9．7％）

3億4800万円 （－ 54．6％）

11億2400万円 （－　3．8％）

11億8000万円 （＋146．3％）

5800万円 （＋　9．4％）

39億2000万円 （＋ 15．2％）

29億5800万円 （＋　5．6％）

18億3600万円 （－ 18．6％）

区
画
整
理
事
業

水道事業会計47億9400万円（前年度比5.2％減）

〈主な歳出項目〉

民生費（福祉・医療関係） 6万5934円

土木費（都市基盤整備関係） 5万1962円

教育費（教育関係） 5万1135円

衛生費（環境・保健関係） 3万2881円

総務費（一般事務経費） 3万0510円

公債費（市債返済金） 2万2593円

※平成14年２月１日現在の人口16万3775人で算出

市民１人当たりの一般会計予算額は
��万����円

特集
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平
成
14
年
度
は
安
城
市
に
と
っ
て
、

昭
和
27
年
の
市
制
施
行
以
来
50
年
目

を
迎
え
る
大
き
な
節
目
の
年
で
す
。

こ
の
50
年
を
振
り
返
る
と
、
人
口

は
約
３
万
７
０
０
０
人
か
ら
16
万
３

０
０
０
人
と
約
４
倍
に
増
え
ま
し
た
。

ま
た
、
昭
和
27
年
に
は
ラ
ジ
オ
普
及

率
日
本
一
と
の
記
録
も
あ
り
、
安
城

は
、
明
治
用
水
の
開
拓
を
は
じ
め
、

以
前
か
ら
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
ス
ピ
リ
ッ

ト
あ
ふ
れ
る
先
進
性
の
高
い
地
域
で

あ
っ
た
こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

今
日
、
西
三
河
の
中
核
都
市
と
し

て
安
城
市
が
発
展
で
き
た
の
は
、
長

杉
浦
市
長
は
、
市
議
会
３
月
定
例
会
の
中
で

こ
の
１
年
、
市
政
を
進
め
て
い
く
う
え
で
の
基

本
的
な
考
え
を
明
ら
か
に
す
る
「
施
政
方
針
」

を
述
べ
ま
し
た
。
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

い
歴
史
の
積
み
重
ね
に
よ
る
も
の
で

あ
り
、
こ
れ
も
ひ
と
え
に
先
人
の
た

ゆ
ま
ぬ
努
力
の
た
ま
も
の
で
あ
る
と

深
く
感
謝
し
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、

日
本
デ
ン
マ
ー
ク
と
言
わ
れ
た
安
城

も
、
今
で
は
西
三
河
の
ゲ
ー
ト
シ
テ

ィ
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
都
市
に
大
き

く
成
長
を
遂
げ
て
き
ま
し
た
。

市
制
施
行
50
周
年
の
キ
ャ
ッ
チ
フ

レ
ー
ズ
は
「
人
・
ま
ち
・
環
境
―
み

な
ぎ
る
健
康
　
あ
ふ
れ
る
笑
顔
」
で

す
。
平
成
14
年
度
は
、
こ
の
言
葉
に

ふ
さ
わ
し
い
「
み
な
ぎ
る
健
康
　
あ

ふ
れ
る
笑
顔
」
の
ま
ち
づ
く
り
を
め

ざ
し
、
住
民
福
祉
の
向
上
の
た
め
、

身
を
引
き
締
め
て
が
ん
ば
り
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

さ
て
、
世
界
の
経
済
に
目
を
向
け

ま
す
と
、
先
ご
ろ
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
各
国

の
通
貨
が
統
合
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の

統
合
の
前
提
条
件
と
し
て
、
各
国
は

財
政
赤
字
の
削
減
に
取
り
組
み
、
多

く
の
国
が
財
政
再
建
に
成
功
し
た
こ

と
は
見
習
う
べ
き
こ
と
と
思
い
ま
す
。

一
方
、
我
が
国
の
経
済
は
、
バ
ブ

ル
経
済
崩
壊
後
長
年
に
わ
た
り
低
迷

を
続
け
、
時
代
の
変
化
に
社
会
の
仕

組
み
が
対
応
で
き
て
い
な
い
状
況
に

あ
り
、
経
済
や
財
政
全
般
の
構
造
改

革
が
緊
急
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

さ
て
、
こ
れ
か
ら
の
50
年
間
は
、

ま
す
ま
す
社
会
の
仕
組
み
が
多
様
化

し
、
変
化
の
速
い
社
会
に
な
る
と
考

え
ま
す
。
安
城
市
だ
け
で
な
く
、
碧

海
５
市
、
さ
ら
に
は
日
本
全
体
の
将

来
を
考
え
て
、
環
境
問
題
や
少
子
高

齢
化
問
題
な
ど
に
も
果
敢
に
対
応
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ

し
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ニ
ー
ズ
を

的
確
に
把
握
し
、
無
駄
の
な
い
効
率

的
な
社
会
体
制
の
構
築
に
努
め
、
子

ど
も
た
ち
が
未
来
に
明
る
い
希
望
を

持
て
る
よ
う
な
ま
ち
づ
く
り
に
努
め

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
限
ら
れ
た
予
算
の
中

で
最
大
の
効
果
を
あ
げ
る
た
め
、
事

業
の
見
直
し
、
効
率
性
の
重
視
、
市

民
へ
の
透
明
性
の
向
上
を
掲
げ
る
と

と
も
に
、
特
に
21
世
紀
型
行
政
へ
の

改
革
重
点
方
針
と
し
て
、
８
項
目
の

方
針
を
掲
げ
ま
し
た
。
そ
れ
は
、

「
地
球
に
や
さ
し
い
環
境
先
進
都
市

の
実
現
」「
都
市
の
再
生
と
活
性
化
」

「
市
民
活
動
協
働
型
社
会
の
実
現
」

「
一
人
ひ
と
り
の
生
き
る
力
を
育
て

る
教
育
の
改
革
」「
少
子
高
齢
化
社
会

の
中
で
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

地
域
づ
く
り
」「
情
報
技
術
革
命
の
推

進
」「
広
域
行
政
の
推
進
と
効
率
的
な

行
政
運
営
」「
新
産
業
の
育
成
と
雇
用

の
拡
大
」
の
８
項
目
で
す
。

市
民
の
皆
さ
ん
の
希
望
に
お
こ
た

え
し
、
市
民
一
人
ひ
と
り
が
「
み
な

ぎ
る
健
康
　
あ
ふ
れ
る
笑
顔
」
で
暮

ら
せ
ま
す
こ
と
を
常
に
心
に
念
じ
、

平
成
14
年
度
を
新
た
な
飛
躍
の
年
と

す
べ
く
、
行
政
運
営
に
全
力
を
傾
注

す
る
所
存
で
す
。

☆知的障害者小規模通所更生授産施設運
営補助事業

☆児童扶養手当金
☆ファミリー・サポート・センター事業
☆あけぼの保育園園舎増築事業
☆更生病院移転新築事業
福祉医療費助成事業
児童手当金

準用河川等流域内水対策事業
公園整備事業
フラワーロード整備事業
桜井駅付近鉄道高架事業
土地区画整理事業
市内循環バス事業

☆消防広域連合設立準備
環境基本計画推進事業
中小企業等�SO14001認証取得補助事業
天然ガス車導入事業
下水道事業
市営住宅建設事業

☆学習教材等更新事業
☆安城北部小学校校舎増築事業
☆安城西中学校校舎改築事業
☆（仮称）市民ギャラリー・歴史博物館
展示収蔵庫建設事業

☆北部公民館大規模改修事業
☆�Ｔ講習会事業
市史編さん事業

市民保養事業
マルチ（多面的）農業21推進事業
産業文化公園管理事業
安城七夕まつり補助金

1196万円

1億3000万円
414万円

1億9000万円
5億7456万円
10億6985万円
8億0400万円

2億4700万円
5億6969万円

6520万円
1億3001万円
7億4743万円

5466万円

2億6219万円
1753万円
1600万円
3100万円

19億9962万円
2億1855万円

2億2922万円
2億5949万円
4億8359万円
7億3737万円

2億5069万円
3577万円
7445万円

8027万円
3000万円

5億4396万円
5250万円

仕事と育児の両立を支援する相互援助活動を実施

更生病院の新築移転への補助
老人・乳幼児・障害者医療や福祉給付金など

追田川・長田川流域の内水対策
三河安城ツインパーク・柿田公園・堀内公園の整備など
大山・城南地区及びデンパーク付近の整備
名鉄西尾線碧海桜井駅付近の鉄道高架
北部・作野・新幹線駅周辺・桜井駅周辺の各地区
既存３路線と新規２路線（南部線・桜井線）

通信指令施設設置負担金など
住宅用太陽光発電への報奨金、自動車環境対策補助金など

４トン車２台、２トン車１台

池浦住宅の建設、東大道住宅の設計委託など

小中学校の学習教材や学習机・いすの更新

本体工事に着手

エレベーター設置、ホールの改修など
インターネット入門コースの開催
安城市史全11巻のうち「資料編民俗」を発刊

指定地区の保養所利用者への助成
農地の多面的利用の促進などへの助成
デンパークを管理する財団への管理委託料など
市制50周年特別装飾など七夕まつりへの助成

事業名（☆：新規・臨時事業） 事　業　費 事　業　の　概　要

健康で人にやさしいまちづくり

快適で魅力にみちたうるおいのあるまちづくり

安全で住みよい美しいまちづくり

ゆたかな心と創造性あふれるまちづくり

産業の発展と人のふれあうまちづくり

〔保健医療・福祉の充実〕

〔都市基盤の整備〕

〔生活環境の充実〕

〔教育・文化・スポーツの振興〕

〔産業の振興〕

特集　平成14年度当初予算

平成14年度当初予算主要施策
第６次総合計画に基づく５つの基本目標に沿って、
一般会計の主な施策を抜粋して紹介します。

平成14年度

施政方針

平成14年度と市制施行時の昭和27年度を比較すると、

人口は4．3倍ですが、予算規模は実に約312倍となってお

り、50年間で市民サービスなどの質・量ともに飛躍的に

向上したことがわかります。

また、当時の予算書の歳入項目には、自転車税、荷車

税、広告税、犬税など今では見ることのない市税が載っ

ており、時代の流れを感じさせます。

予算規模はおよそ予算規模はおよそ 倍倍

※人口については、昭和27年度は市制施行時、平成14年度は　
平成14年２月１日現在です。

昭和27年度
平成14年度
倍　　　率

人　口
（人）

3万7704
16万3775

4．3

予　算
（万円）

1億4905
465億5000

312．3

１人当たりの
予算（円）

3953
28万4231

71．9

－50年前との比較から－
312


